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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第23期

第３四半期連結
累計期間

第24期
第３四半期連結
累計期間

第23期
第３四半期連結
会計期間

第24期
第３四半期連結
会計期間

第23期

会計期間

自平成20年
11月１日
至平成21年
７月31日

自平成21年
11月１日
至平成22年
７月31日

自平成21年
５月１日
至平成21年
７月31日

自平成22年
５月１日
至平成22年
７月31日

自平成20年
11月１日
至平成21年
10月31日

売上高（千円） 2,713,1942,395,992768,096 785,6884,040,725

経常利益（千円） 308,428 188,599 56,842 64,679 420,376

四半期（当期）純利益（千円） 170,601 101,041 35,192 29,947 242,827

純資産額（千円） － － 1,352,9881,488,0791,425,929

総資産額（千円） － － 5,241,0575,085,3615,189,021

１株当たり純資産額（円） － － 43,072.3447,262.8545,348.15

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
5,431.623,216.641,120.35 953.39 7,730.90

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
5,367.873,188.731,107.34 945.53 7,642.10

自己資本比率（％） － － 25.8 29.2 27.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△44,129 68,512 － － 233,300

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△193,457 △8,976 － － △181,394

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
144,472△113,852 － － △37,279

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 527,802 581,228 635,545

従業員数（人） － － 35 31 35

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

  

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

（1）連結会社の状況

 平成22年７月31日現在

従業員数（人） 31 (22)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員、パート、アルバイト等を含みます。）は、当第３四半期連結

会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

　 

（2）提出会社の状況

 平成22年７月31日現在

従業員数（人） 28 (9)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員、パート、アルバイト等を含みます。）は、当第３四半期会計

期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

（1）生産実績

　該当事項はありません。

 

（2）受注実績

　当社グループは、受注開発を行っていないため、受注残高はありません。　

 

（3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日）

前年同四半期比

不動産管理運営事業（千円） 698,946 △1.4％

不動産開発販売事業（千円） 47,101 297.9％

不動産仲介コンサル事業（千円） 39,641 △16.3％

合計（千円） 785,688 2.3％

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

　

２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

 

(1) 経営成績の分析 

　当第３四半期連結会計期間(自 平成22年５月１日 至 平成22年７月31日)におけるわが国の経済は、アジア向けを

中心とした輸出や生産の回復、企業収益、設備投資などに改善の兆しがみられますが、円高やデフレの進行により企

業収益や雇用・所得環境等は依然として厳しい環境にあります。

　当社グループの事業領域である不動産市場においては、住宅実需市場（特に分譲マンション市場）において市況

回復の兆しが見え始めているものの、不動産取引全般の見通しは依然不透明な状況にあります。

　このような状況の下、当社グループは、中核事業である不動産管理運営事業を軸とした安定収益基盤の更なる強化

に引き続き注力してまいりました。この結果、当第３四半期連結会計期間の業績として、売上高は785,688千円（前

年同期：768,096千円、前年同期比：2.3％増）、営業利益は76,714千円（前年同期：70,006千円、前年同期比：

9.6％増）、経常利益は64,679千円（前年同期：56,842千円、前年同期比：13.8％増）、四半期純利益は29,947千円

（前年同期：35,192千円、前年同期比：14.9％減）となりました。今後も、経営環境、市場の変動に的確に対応し、効

率化と収益力の強化を図ってまいります。

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 
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＜不動産管理運営事業＞ 

本事業におきましては、賃貸住宅のサブリース運営業務および賃貸管理業務を、顧客サービスの質の向上を主

眼としてグループ一丸となり取り組んでまいりました。この結果、不動産管理運営事業の売上高は698,946千円

（前年同期：708,870千円、前年同期比：1.4％減）、営業利益は116,793千円（前年同期：118,578千円、前年同期

比：1.5％減）となりました。

　

 ＜不動産開発販売事業＞ 

当第３四半期連結会計期間は、区分マンション１室及び宅地２区画を売却いたしました。この結果、不動産開発

販売事業の売上高は47,101千円（前年同期：11,838千円、前年同期比：297.9％増）、営業損失は1,526千円（前

年同期：11,314千円)となりました。

 

＜不動産仲介コンサル事業＞ 

　本事業においては、優良な賃貸物件の獲得と多様な物件情報の提供に努め、オーナーのキャッシュ・フローを増

加させるべく稼働率の向上に努力してまいりました。また、人材育成を図るとともに効率化によるコスト削減に

取組んでまいりました。この結果、不動産仲介コンサル事業の売上高は39,641千円（前年同期：47,387千円、前年

同期比：16.3％減）、営業利益は1,282千円（前年同期：2,791千円、前年同期比：54.1％減）となりました。

  

(2) 財政状態の分析 

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末より103,660千円減少し5,085,361千円(前期比2.0％

減）になりました。流動資産は72,535千円減少して、2,541,906千円（前期比2.8％減）となりました。流動資産減

少の主な要因は、法人税等の納付等により現金及び預金が54,316千円減少したこと並びに販売用不動産の竣工及び

売却により販売用たな卸資産（仕掛販売用不動産及び販売用不動産）が14,223千円減少したことによるものです。

また、有形固定資産は減価償却費等の計上により26,811千円減少して、2,296,502千円（前期比1.2％減）となりま

した。

　当第３四半期連結会計期間末の負債の合計は165,810千円減少して3,597,282千円（前期比4.4％減）となりまし

た。流動負債は85,018千円減少して、361,295千円(前期比19.0％減)となりました。固定負債は80,791千円減少して

3,235,986千円（前期比2.4％減）となりました。法人税等の支払いにより未払法人税等が56,778千円減少、長期借

入金の返済により77,338千円減少したことが主な要因であります。

　当第３四半期連結会計期間末の純資産は、62,149千円増加して1,488,079千円（前期比4.4％増）となりました。

四半期純利益を101,041千円計上し、株主配当を40,835千円行ったことが主な要因であります。　　

  

(3) キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、第２四半期連結会計期間末か

ら70,081千円減少し、当第３四半期連結会計期間末現在の残高は581,228千円となりました。当第３四半期連結会計

期間における各キャッシュ・フローの状況と変動の要因は以下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

　営業活動の結果、当第３四半期連結会計期間で減少した資金は32,355千円（前年同期：67,309千円の減少）と

なりました。税金等調整前四半期純利益64,636千円の計上、法人税等の支払84,456千円、販売用不動産の売却によ

るたな卸資産の減少23,028千円が主な要因であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

　投資活動の結果、当第３四半期連結会計期間で減少した資金は4,021千円（前年同期：11,562千円の減少）とな

りました。これは、有形固定資産の取得による支出4,021千円があったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

　財務活動の結果、当第３四半期連結会計期間で減少した資金は33,704千円（前年同期：14,266千円の増加）と

なりました。これは、長期借入金の返済による支出33,444千円があったことによるものであります。 
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

　該当事項はありません。 
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第３【設備の状況】
（1）主要な設備の状況 

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

（2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。 　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000

計 100,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成22年７月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年９月10日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 31,412 31,412
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株制度は採

用しておりませ

ん。

計 31,412 31,412 － －

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成22年９月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成17年12月29日開催の臨時株主総会決議（平成18年１月11日取締役会決議）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年７月31日）

新株予約権の数（個） 204　（注）６

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 408　（注）1,2,3,6

新株予約権の行使時の払込金額（円） 7,750　（注）４

新株予約権の行使期間
平成19年12月30日から

平成27年12月28日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　7,750

資本組入額　　 　　　3,875

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１　新株予約権１個につき、株式数は１株であります。

２　平成21年４月１日付で株式の分割（1：2）を実施しております。これにより、上記の表に記載の新株予約権の

目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額は調整されております。　 

３　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数は調整されます。ただし、かか

る調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使がなされていない新株予約権の目的たる株式の数につい

てのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てます。
 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
 

また、発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社

が完全子会社になる株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合、当社は、合併比率等に

応じ必要と認める株式数の調整を行うことができるものとします。

４　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の
端数は切り上げます。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
1

分割・併合の比率

当社が時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合及び当
社の普通株式に転換できる証券の転換による場合を除く）する場合、または当社が時価を下回る価額で自己
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株式を処分する場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、新規発行には処分も含むものとし、その場合の１株当たり払込金額は１株当たり処分価

額と読み替えるものとします。

５　新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、監査役、及び従

業員の地位にあることを要するものとします。ただし任期満了による退任、定年退職、会社都合による退任

・退職、業務上の疾病に起因する退職、及び転籍その他正当な理由の存する場合は地位喪失後１年以内

（ただし、権利行使期間内に限ります）または権利行使期間開始の日より１年以内のいずれかの期間内に

限り権利行使をなしうるものとします。

(2）新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとします。

(3）その他の行使の条件については、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との

間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによります。

６　退職等により権利を喪失した従業員の新株予約権の個数は除外しております。

②　平成17年12月29日開催の臨時株主総会決議（平成18年４月17日取締役会決議）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年７月31日）

新株予約権の数（個） １（注）６

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） ２（注）1,2,3,6

新株予約権の行使時の払込金額（円） 7,750（注）４

新株予約権の行使期間
平成19年12月30日から

平成27年12月28日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　7,750

資本組入額　　　 　　3,875

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１　新株予約権１個につき、株式数は１株であります。
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２　平成21年４月１日付で株式の分割（1：2）を実施しております。これにより、上記の表に記載の新株予約権の

目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額は調整されております。　 

３　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数は調整されます。ただし、かか

る調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使がなされていない新株予約権の目的たる株式の数につい

てのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てます。
 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
 

また、発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社

が完全子会社になる株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合、当社は、合併比率等に

応じ必要と認める株式数の調整を行うことができるものとします。

４　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の
端数は切り上げます。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
1

分割・併合の比率

当社が時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合及び当
社の普通株式に転換できる証券の転換による場合を除く）する場合、または当社が時価を下回る価額で自己
株式を処分する場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、新規発行には処分も含むものとし、その場合の１株当たり払込金額は１株当たり処分価

額と読み替えるものとします。

５　新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、監査役、及び従

業員の地位にあることを要するものとします。ただし任期満了による退任、定年退職、会社都合による退任

・退職、業務上の疾病に起因する退職、及び転籍その他正当な理由の存する場合は地位喪失後１年以内

（ただし、権利行使期間内に限ります）または権利行使期間開始の日より１年以内のいずれかの期間内に

限り権利行使をなしうるものとします。

(2）新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとします。

(3）その他の行使の条件については、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との

間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによります。

６　退職等により権利を喪失した従業員の新株予約権の個数は除外しております。
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③　平成21年1月28日開催の定時株主総会決議（平成21年５月14日取締役会決議）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年７月31日）

新株予約権の数（個） 68.5（注）５

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 137（注）1,2,5

新株予約権の行使時の払込金額（円） 162,650（注）３　

新株予約権の行使期間
平成23年５月16日から

平成26年５月15日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　162,650

資本組入額　　　 　　81,325

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１　新株予約権１個につき、株式数は２株であります。

２　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数は調整されます。ただし、かか

る調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使がなされていない新株予約権の目的たる株式の数につい

てのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てます。
　

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
　
また、発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合または当社

が完全子会社になる株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合、当社は、合併比率等に

応じ必要と認める株式数の調整を行うことができるものとします。

３　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げます。
　

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
　
当社が時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合及び当

社の普通株式に転換できる証券の転換による場合を除く）する場合、または当社が時価を下回る価額で自己

株式を処分する場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。
　
 

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数
　
上記算式において、新規発行には処分も含むものとし、その場合の１株当たり払込金額は１株当たり処分価

額と読み替えるものとします。

４　新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、監査役、及び従

業員の地位にあることを要するものとします。ただし任期満了による退任、定年退職、会社都合による退任

・退職、業務上の疾病に起因する退職、及び転籍その他正当な理由の存する場合は地位喪失後１年以内

（ただし、権利行使期間内に限ります）または権利行使期間開始の日より１年以内のいずれかの期間内に

限り権利行使をなしうるものとします。

(2）新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとします。

(3）その他の行使の条件については、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との

間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによります。

５　退職等により権利を喪失した従業員の新株予約権の個数は除外しております。　
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。   

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年５月１日～

平成22年７月31日 
－ 31,412 － 165,659 － 64,509

　 

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　

（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成22年４月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。　

　①【発行済株式】

 平成22年４月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他）  普通株式 31,412 31,412 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 31,412 － －

総株主の議決権 － 31,412 －

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。 

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
11月

12月
平成22年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

最高（円） 50,70051,80063,70056,400

　

52,000

　

57,80053,90046,60038,400

最低（円） 43,00042,85044,15046,000

　

45,300

　

47,05043,20037,60035,100

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。          

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年５月１日から平成21年７月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年11月１日から平成21年７月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年５月１日から平成22年７月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年11月１日から

平成22年７月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年５月１日から平

成21年７月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年11月１日から平成21年７月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年５月１日から平成22年７月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成21年11月１日から平成22年７月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、優成監査法人

による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年７月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年10月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 581,228 635,545

営業未収入金 42,912 59,462

販売用不動産 ※2
 1,355,306

※2
 1,282,822

仕掛販売用不動産 506,301 ※2
 593,009

その他 66,057 55,450

貸倒引当金 △9,900 △11,847

流動資産合計 2,541,906 2,614,442

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1, ※2
 1,179,491

※1, ※2
 1,200,891

土地 ※1, ※2
 1,079,114

※1, ※2
 1,079,114

その他（純額） ※1
 37,896

※1
 43,308

有形固定資産合計 2,296,502 2,323,314

無形固定資産 6,478 7,616

投資その他の資産 240,474 243,648

固定資産合計 2,543,455 2,574,579

資産合計 5,085,361 5,189,021

負債の部

流動負債

営業未払金 33,564 49,340

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 139,112

※2
 135,104

未払法人税等 4,956 61,735

賞与引当金 6,048 9,500

その他 177,614 190,633

流動負債合計 361,295 446,314

固定負債

長期借入金 ※2
 2,735,827

※2
 2,813,165

その他 500,159 503,613

固定負債合計 3,235,986 3,316,778

負債合計 3,597,282 3,763,092
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年７月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年10月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 165,659 165,659

資本剰余金 64,509 64,509

利益剰余金 1,254,300 1,194,095

株主資本合計 1,484,468 1,424,263

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 152 213

評価・換算差額等合計 152 213

新株予約権 3,458 1,453

純資産合計 1,488,079 1,425,929

負債純資産合計 5,085,361 5,189,021
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年11月１日
　至　平成21年７月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年11月１日
　至　平成22年７月31日)

売上高 2,713,194 2,395,992

売上原価 1,918,008 1,742,760

売上総利益 795,185 653,231

販売費及び一般管理費 ※
 447,090

※
 429,205

営業利益 348,095 224,026

営業外収益

受取利息 527 168

その他 87 889

営業外収益合計 614 1,057

営業外費用

支払利息 40,282 36,485

営業外費用合計 40,282 36,485

経常利益 308,428 188,599

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,957 1,074

特別利益合計 1,957 1,074

税金等調整前四半期純利益 310,385 189,673

法人税等 139,784 88,631

四半期純利益 170,601 101,041
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年５月１日
　至　平成21年７月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年５月１日
　至　平成22年７月31日)

売上高 768,096 785,688

売上原価 553,440 576,462

売上総利益 214,655 209,225

販売費及び一般管理費 ※
 144,649

※
 132,510

営業利益 70,006 76,714

営業外収益

受取利息 27 12

その他 3 71

営業外収益合計 31 84

営業外費用

支払利息 13,194 12,120

営業外費用合計 13,194 12,120

経常利益 56,842 64,679

特別利益

貸倒引当金戻入額 － △42

特別利益合計 － △42

税金等調整前四半期純利益 56,842 64,636

法人税等 21,649 34,688

四半期純利益 35,192 29,947
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年11月１日
　至　平成21年７月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年11月１日
　至　平成22年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 310,385 189,673

株式報酬費用 726 2,005

減価償却費 53,395 47,097

賞与引当金の増減額（△は減少） △6,819 △3,452

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,514 △1,947

受取利息及び受取配当金 △527 △168

支払利息 40,282 36,485

営業債権の増減額（△は増加） 22,761 17,725

たな卸資産の増減額（△は増加） △179,147 787

営業債務の増減額（△は減少） △20,990 △4,026

その他 17,672 △28,052

小計 234,224 256,127

利息及び配当金の受取額 527 168

利息の支払額 △40,334 △36,207

法人税等の支払額 △238,547 △151,575

営業活動によるキャッシュ・フロー △44,129 68,512

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △192,661 △4,773

無形固定資産の取得による支出 △680 －

敷金及び保証金の差入による支出 － △4,653

その他 △116 450

投資活動によるキャッシュ・フロー △193,457 △8,976

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △20,000 －

長期借入れによる収入 711,000 129,000

長期借入金の返済による支出 △507,317 △202,330

株式の発行による収入 46 －

配当金の支払額 △39,257 △40,522

財務活動によるキャッシュ・フロー 144,472 △113,852

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △93,115 △54,316

現金及び現金同等物の期首残高 620,917 635,545

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 527,802

※
 581,228
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

該当事項はありません。　

　

 

【簡便な会計処理】

 
 
 

当第３四半期連結累計期間 
（自　平成21年11月１日 
 至　平成22年７月31日）

固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費

の額を期間按分して算定する方法を採用しています。

棚卸資産の評価方法 　棚卸資産の簿価切下げについては、収益性の低下が明らかなものについての

み正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年11月１日
至　平成22年７月31日）

税金費用 　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前

当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四

半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、見積実効税

率を使用できない場合には、法定実効税率を使用しております。　　

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年７月31日）

前連結会計年度末
（平成21年10月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、182,937千円であ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、151,352千円であ

ります。

※２　担保に供している資産 ※２　担保に供している資産

販売用不動産 1,355,306　千円

土地 1,040,657千円

建物 1,072,749千円

計 3,468,713千円

販売用不動産 1,213,058千円

仕掛販売用不動産 126,201千円

土地 1,040,657千円

建物 1,091,197千円

計 3,471,114千円

上記資産は、１年内返済予定の長期借入金139,112千

円、長期借入金2,735,827千円の担保に供しておりま

す。

上記資産は、１年内返済予定の長期借入金135,104千

円、長期借入金2,813,165千円の担保に供しておりま

す。

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年11月１日
至　平成21年７月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年11月１日
至　平成22年７月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次
の通りであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次
の通りであります。

役員報酬 72,960千円
給与手当 111,677千円 
賞与引当金繰入額 7,533千円
法定福利費 20,496千円
地代家賃 57,872千円
租税公課 43,362千円
減価償却費 18,304千円 
通信費 13,904千円
支払手数料 10,899千円
業務委託費 29,040千円

役員報酬 72,330千円
給与手当 107,526千円 
賞与引当金繰入額 6,048千円
法定福利費 21,050千円
地代家賃 58,411千円
租税公課 48,033千円
減価償却費 14,714千円 
通信費 13,441千円
支払手数料 9,446千円
業務委託費 24,131千円

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次
の通りであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次
の通りであります。

役員報酬 24,330千円
給与手当 35,924千円 
賞与引当金繰入額 7,533千円
法定福利費 6,731千円
地代家賃 19,329千円
租税公課 13,349千円
減価償却費 6,213千円 
通信費 4,458千円
支払手数料 2,244千円
業務委託費 9,921千円

役員報酬 24,000千円
給与手当 34,539千円 
賞与引当金繰入額 6,048千円
法定福利費 6,458千円
地代家賃 19,286千円
租税公課 9,809千円
減価償却費 5,039千円 
通信費 4,072千円
支払手数料 2,002千円
業務委託費 7,971千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年11月１日
至　平成21年７月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年11月１日
至　平成22年７月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年７月31日現在）

（千円） 　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年７月31日現在）

（千円） 　

現金及び預金勘定 527,802

現金及び現金同等物 527,802

 

現金及び預金勘定 581,228

現金及び現金同等物 581,228

 

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年７月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年11月１日　至　

平成22年７月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　31,412株

 

２．自己株式の種類及び株式数

該当事項はありません。

  

３．新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

　新株予約権の四半期連結会計期間末残高　提出会社　3,458千円

　（注）権利行使期間の初日は到来しておりません。　

 

４．配当に関する事項

配当金支払額

平成22年１月28日開催の定時株主総会において、次の通り決議しております。

普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額　　　　　　　　40,835千円

（ロ）１株当たり配当額　　　　　　1,300円

（ハ）基準日　　　　　　　　　　　平成21年10月31日

（ニ）効力発生日　　　　　　　　　平成22年１月29日

（ホ）配当の原資　　　　　　　　　利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年５月１日　至　平成21年７月31日）

 
不動産管理
運営事業
（千円）

不動産開発
販売事業
（千円）

不動産仲介
コンサル事
業（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 708,87011,83847,387768,096 － 768,096

(2）セグメント間の内部売上高又は振

替高
522 － － 522 △522 －

計 709,39211,83847,387768,618△522 768,096

営業利益又は営業損失（△） 118,578△11,314 2,791110,055△40,04970,006

 

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年５月１日　至　平成22年７月31日）

 
不動産管理
運営事業
（千円）

不動産開発
販売事業
（千円）

不動産仲介
コンサル事
業（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 698,94647,10139,641785,688 － 785,688

(2）セグメント間の内部売上高又は振

替高
－ － － － － －

計 698,94647,10139,641785,688 － 785,688

営業利益又は営業損失（△） 116,793△1,526 1,282116,549△39,83476,714

 

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年11月１日　至　平成21年７月31日）

 
不動産管理
運営事業
（千円）

不動産開発
販売事業
（千円）

不動産仲介
コンサル事
業（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 2,136,562376,019200,6112,713,194 － 2,713,194

(2）セグメント間の内部売上高又は振

替高
2,098 － － 2,098△2,098 －

計 2,138,661376,019200,6112,715,293△2,0982,713,194

営業利益 368,55843,67467,343479,576△131,481348,095

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年11月１日　至　平成22年７月31日）

 
不動産管理
運営事業
（千円）

不動産開発
販売事業
（千円）

不動産仲介
コンサル事
業（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 2,129,121127,072139,7982,395,992 － 2,395,992

(2）セグメント間の内部売上高又は振

替高
494 － － 494 △494 －

計 2,129,615127,072139,7982,396,486△4942,395,992

営業利益又は営業損失（△） 358,310△29,93519,917348,292△124,265224,026

　（注）１．事業区分の方法

当社グループの事業は、事業の性質及び役務内容の類似性を考慮して区分しております。
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２．各区分に属する主要な役務内容

事業区分 主要な役務内容

不動産管理運営事業 賃貸マンションの一括借上げ（サブリース）、賃貸マンションの自社所有、

居住用賃貸物件と駐車場の賃料収受及び管理業務、大型リフォーム、

ウィークリーステイ事業

不動産開発販売事業 賃貸マンション及び戸建住宅の企画・開発・販売

不動産仲介コンサル事業 居住用賃貸物件及び駐車場の仲介業務

 

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年５月１日　至　平成21年７月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年５月１日　至　平成22年７月31日） 

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

 

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年11月１日　至　平成21年７月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成21年11月１日　至　平成22年７月31日） 

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年５月１日　至　平成21年７月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年５月１日　至　平成22年７月31日）

  海外売上高がないため該当事項はありません。

 

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年11月１日　至　平成21年７月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成21年11月１日　至　平成22年７月31日）

  海外売上高がないため該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年７月31日）

前連結会計年度末
（平成21年10月31日）

１株当たり純資産額 47,262.85円 １株当たり純資産額 45,348.15円

  ２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年11月１日
至　平成21年７月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年11月１日
至　平成22年７月31日）

１株当たり四半期純利益金額 5,431.62円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
5,367.87円

１株当たり四半期純利益金額 3,216.64円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
3,188.73円

　（注）１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年11月１日
至　平成21年７月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年11月１日
至　平成22年７月31日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（千円） 170,601 101,041

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 170,601 101,041

期中平均株式数（株） 31,409 31,412

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 373 275

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

第３回新株予約権75個（150株）

なお、概要は「第４提出会社の状

況、１.株式等の状況、（２）新株

予約権等の状況」に記載のとお

りであります。

第３回新株予約権68.5個（137

株）なお、概要は「第４提出会

社の状況、１.株式等の状況、

（２）新株予約権等の状況」に

記載のとおりであります。　
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日）

１株当たり四半期純利益金額 1,120.35円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
1,107.34円

１株当たり四半期純利益金額 953.39円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
945.53円

　（注）１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（千円） 35,192 29,947

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 35,192 29,947

期中平均株式数（株） 31,412 31,412

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 369 261

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

第３回新株予約権75個（150株）

なお、概要は「第４提出会社の状

況、１.株式等の状況、（２）新株

予約権等の状況」に記載のとお

りであります。

第３回新株予約権68.5個（137

株）なお、概要は「第４提出会

社の状況、１.株式等の状況、

（２）新株予約権等の状況」に

記載のとおりであります。

 

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。 　

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年９月10日

株式会社アールエイジ

取締役会　御中

優成監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 渡邊　芳樹　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 鶴見　寛　　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アールエ

イジの平成20年11月1日から平成21年10月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（平成21年5月1日から平成21

年7月31日まで）及び第3四半期連結累計期間（平成20年11月1日から平成21年7月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アールエイジ及び連結子会社の平成21年7月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第3四半期連結会計期間及び第3四半期連結累計期間の経営成績並びに第3四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以　上 

　

(注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報 

        告書提出会社)が別途保管しております。

 ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年９月８日

株式会社アールエイジ

取締役会　御中

優成監査法人

　
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 渡邊　芳樹　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 鶴見　寛　　　印

　
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 陶江　徹　　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アールエ

イジの平成21年11月１日から平成22年10月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年５月１日から平

成22年７月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年11月１日から平成22年７月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手

続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アールエイジ及び連結子会社の平成22年７月31日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以　上 

　

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

　　　　 告書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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